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　　　午後１時３０分　開会
○布施初子委員長　　　ただいまから大都市制度に関する特別委員会を開会する。
　出席委員は８名で定足数に達している。
　これより審査に入る。
　本日は、最初に資料１により、白本及び青本について、スケジュールの確認を行う。
　次に、資料２により、白本の項目、内容に関する説明の後、質疑、意見を伺う。
　次に、資料３により、青本における現在の取組状況の説明の後、質疑、意見を伺う。
　最後に、本委員会における今年度の取組内容等について協議をお願いしたいと思うが、いいか。
　　　〔「異議なし」と呼ぶ者あり〕
○布施初子委員長　　　では、そのように進めさせてもらう。
　　　　　　　　　　　　　　　◇○◇
　　　令和４年度白本及び青本について

○布施初子委員長　　　令和４年度白本及び青本についてを議題とする。
　白本及び青本に係るスケジュールについて、事務局に説明させる。
○天野政策調査課長　　　それでは、資料１、白本及び青本に係るスケジュールについてを御覧いただきたい。
　まず、国の施策及び予算に関する提案、通称白本である。
　６月下旬に、窓口・財政担当局長合同会議による書面協議において、提案項目の文案の決定がなされる。なお、本委員会では、前回開催された３月３０日に提案項目案における本市選定結果について説明があり、内容を確認してもらった。
　本日、指定都市２０市で選定された提案項目、内容等を確認してもらい、７月上旬に議長及び市長の決裁をもらい、７月中旬から８月上旬にかけて、国への要請活動を行う予定である。
　要請活動は各指定都市が分担し、政党及び関係府省に対して議長及び市長が行うが、今年度は本市の割当てはない。
　次に、大都市財政の実態に即応する財源の拡充についての要望、通称青本である。
　７月中旬までに、指定都市２０市が集まる税制・財政担当課長会議があるが、本委員会では、それに先立っての審議となる。
　その後、８月２３日の財政担当局長会議を経て、９月下旬もしくは１０月上旬に、議長及び市長の決裁をもらう。
　その後、１０月から１１月にかけて、幹事市の議長及び市長並びに税財政関係特別委員会委員長等が分担して要望運動を実施する。なお、今年度の幹事市は大阪市である。
　事務局からは以上である。
○布施初子委員長　　　ただいまの説明に対して、意見等があったらお願いする。（「なし」と呼ぶ者あり）
　ないので、以上で本件を終わる。
　次に、白本に関して、項目、内容についての説明をお願いする。
○井上広域行政課長　　　それでは、令和４年度国の施策及び予算に関する提案、通称白本について説明する。資料２の１枚目を御覧いただきたい。令和４年度白本の提案項目一覧である。
　本年度も、冒頭に新型コロナウイルス感染症の感染拡大防止と社会経済活動の両立に向けた対応の項目を設け、それ以降の項目については、例年どおり、税財政・大都市制度関係５項目、個別行政分野関係１０項目の１５項目である。
　このうち、個別行政分野関係については、指定都市２０市それぞれが１０項目を選定し、それを指定都市市長会において集計し、その順位に基づき、項目を決定したものである。
　ページを１枚送ってもらいたい。こちらが白本の完成イメージである。
　ページを３枚送ってもらい、画面下に１ページと印字されているページを御覧いただきたい。それでは、提案内容の概要を説明する。
　新型コロナウイルス感染症の感染拡大防止と社会経済活動の両立に向けた対応については７項目ある。
　１の新型コロナウイルスワクチン接種に係る国の措置については、ワクチン接種に係る費用の全額国費による財政措置や、ワクチンの安定的な供給などを求めるものである。
　２の地域医療体制の確保については、医療機関等の安定的かつ持続可能な経営のため、国による必要な財政支援などを求めるものである。
　３の保健所等の体制・機能強化については、職員の負担軽減や他の行政サービスの継続実施、今後の感染症対策のため、体制、機能が強化、充実するよう、さらなる支援などを求めるものである。
　２ページを御覧いただきたい。４の雇用の維持と事業の継続等については、ウィズコロナ、ポストコロナ時代の経済社会の変化を見据えた継続的かつ積極的な施策の実施などを求めるものである。
　３ページを御覧いただきたい。５の差別・偏見・誹謗中傷等の防止及び人権侵害を受けた方々への支援については、差別や偏見、誹謗中傷等の防止に向けた必要な対策とともに、人権侵害を受けた方々への支援を求めるものである。
　６の感染症対策のあり方の見直しについては、関係法令における国と地方の役割分担や事務権限について、引き続き検証を行い、明確にすることなどを求めるものである。
　７の感染状況に応じた税財政措置の充実については、新型コロナウイルス感染症対応地方創生臨時交付金について、令和４年度も継続して交付することや、地域経済や住民生活を守るために必要とされる額を確実に措置することなどを求めるものである。
　９ページを御覧いただきたい。１の真の分権型社会の実現のための国・地方間の税源配分の是正については、国、地方間の税の配分をまずは５対５とし、さらに国と地方の役割分担を抜本的に見直した上で、その新たな役割分担に応じた税の配分となるよう、地方税の配分割合を高めることなどを求めるものである。
　１０ページを御覧いただきたい。２の大都市税源の拡充強化については、大都市特有の財政需要に対応するため、消費・流通課税及び法人所得課税の配分割合を拡充することなどを求めるものである。
　１１ページを御覧いただきたい。３の国庫補助負担金の改革については、国と地方の役割分担の見直しを行った上で、国が担うべき分野については、必要な経費全額を国が負担するとともに、地方が担うべき分野については、国庫補助負担金を廃止し、所要額を全額税源移譲することなどを求めるものである。
　１２ページを御覧いただきたい。４の地方固有の財源である地方交付税の必要額の確保と臨時財政対策債の廃止については、地域社会に必要不可欠な一定水準の行政サービスの提供に必要な地方交付税総額の確保や臨時財政対策債の速やかな廃止などを求めるものである。
　１３ページを御覧いただきたい。５の多様な大都市制度の早期実現については、住民がよりよい行政サービスを受けられるよう、従来から指定都市市長会が提案している特別自治市制度の法制化など、多様な大都市制度の早期実現を求めるものである。
　１５ページを御覧いただきたい。６の子ども・子育て支援の充実については、子供、子育て支援の量的拡充と質の向上に係る恒久的な財源の確保や、保育所等の施設整備に係る補助率のかさ上げ、放課後児童クラブ等における財政措置の拡充などを求めるものである。
　１６ページを御覧いただきたい。７の「ＧＩＧＡスクール構想」の推進に向けた制度の充実については、１人１台端末整備に対する初期整備に限定しない継続的な国庫補助制度の充実や、デジタル教科書や教員研修等に係る経費への財政措置などを求めるものである。
　１７ページを御覧いただきたい。８のインフラ施設の長寿命化対策については、ライフサイクルコストの最小化を目指す予防保全型の修繕等への重点的な支援などを求めるものである。
　１８ページを御覧いただきたい。９の子育て家庭等の経済的負担の軽減措置や子どもの貧困対策については、子ども医療費助成に対する統一的な国の医療費助成制度の創設や、独り親家庭への支援策及び子供の貧困対策に係る施策の充実などを求めるものである。
　１９ページを御覧いただきたい。１０のシステム標準化及びガバメントクラウド構築に対する指定都市への意見聴取等については、意見聴取団体として指定都市市長会を対象に加えることや、地方自治体の実情に応じた十分な財政措置などを求めるものである。
　２０ページを御覧いただきたい。１１の医療保険制度の抜本的改革及び国民健康保険財政の確立については、安定的で持続可能な国民皆保険制度としていくため、医療保険制度の一本化に向けた抜本的改革などを求めるものである。
　２１ページを御覧いただきたい。１２の脱炭素社会の実現については、指定都市が実施する先導的な取組への効果的な財政支援の充実、強化や、国主動による省庁や所管の枠を超えた政策の実施などを求めるものである。
　２２ページを御覧いただきたい。１３の学校における働き方改革の推進については、さらなる教職員定数の改善や専門スタッフの配置など教員の負担軽減に向けた施策に対して、より一層の財政支援などを求めるものである。
　２３ページを御覧いただきたい。１４の義務教育施設等の整備促進については、老朽化対策や防災、減災機能の強化など、学校施設の計画的な整備推進のために必要な財政措置などを求めるものである。
　２４ページを御覧いただきたい。１５の下水道事業における国土強靱化のための財源の確保については、下水道事業における浸水、地震、老朽化対策など国土強靱化のための対策について、必要な財源の確保を求めるものである。
　説明は以上である。
○布施初子委員長　　　ただいまの説明に対する質疑、意見等があったらお願いする。
○西家克己委員　　　項目の確認ということだったら、あまりディテールに入って、意見もしくは質疑することはふさわしくないのかもしれないが、１点、分かる範囲で確認できればと思う。
　１６ページの「ＧＩＧＡスクール構想」の推進に向けた制度の充実だが、令和２年から３年にかけて、コロナ禍でＧＩＧＡスクール構想が大きく前倒しされたという背景がある中で、令和２年７月の令和３年度の白本の状況とリンクしながらも、大きく進展している部分もあると認識している。
　これは国との調整の中でも議論されていたことだが、令和３年度には、まず、タブレット１人１台を推進して、いわゆるランニングコストに対する国の手当、財政支援をどういう形で自治体にしていくかということは、私たちも党派別要望で強く要望している内容であった。具体的に、この部分について、昨年度は、割とシンプルな、文言としては、インターネット接続回線等の増強及び家庭使用を含めた通信回線使用料に対しても財政支援を行うことと表記されていたものが、今年を見るとバージョンアップされて、一歩深く、ネットワーク管理費等に対しても財政支援を講ずることという表記になっているが、もし、文面に伴う国の方向性というか考え方が分かるようだったら、現在の要望書に当たっての背景などがあれば伺いたい。
○宮原教育センター所長　　　国の昨年度と本年度の状況だが、予算に関しては、まだ要望している段階で、現実的には大きく変わってはいない。ただ、現状、市として、少しずつだがネット環境の整備等は拡充しているところで、引き続き要望していくような方向で進めていければと考えている。
○西家克己委員　　　そうすると、国の反応というか状況としては、今の段階では進んでいないと認識しているのか、それとも、今後も確認していく必要があるのか。
○宮原教育センター所長　　　後者で、今後の動きについて注視していくといったところである。
○布施初子委員長　　　他にないか。（「なし」と呼ぶ者あり）
　ないので、以上で本件を終わる。
　次に、青本に関する現在の取組状況について説明をお願いする。
○秋山財政課長　　　それでは、資料３、令和４年度大都市財政の実態に即応する財源の拡充についての要望、通称青本について説明する。
　今回示した資料は、指定都市市長会事務局が税制、財政担当課長会議に向けて、各指定都市に示した文案である。今後予定されている担当課長会議や局長級の会議などを経て、最終的な青本となる。
　資料３の１枚目を御覧いただきたい。青本の要望項目一覧である。
　要望項目は、まず、重点要望事項として税制関係３項目、財政関係３項目、要望事項として税制関係６項目、財政関係２項目、全体で１４項目となっている。なお、各項目とも昨年度からの継続要望となっている。
　ページを５枚送ってもらい、３ページを御覧いただきたい。初めに、重点要望事項詳細説明の税制関係について説明する。
　１の真の分権型社会の実現のための国・地方間の税源配分の是正については、消費税、所得税、法人税等、複数の基幹税からの税源移譲を行い、国、地方間の税の配分をまずは５対５とすることなどを求めるものである。
　続いて、４ページを御覧いただきたい。２の大都市特有の財政需要に対応した都市税源の拡充強化については、都市税源である消費・流通課税及び法人所得課税等の配分割合を拡充することを求めるものである。
　次に、下段、３の事務配分の特例に対応した大都市特例税制の創設については、道府県から指定都市に移譲されている事務、権限及び新たに移譲される事務、権限について所要額が税制上措置されるよう、大都市特例税制を創設することを求めるものである。
　続いて、財政関係について説明する。５ページを御覧いただきたい。１の国庫補助負担金の改革については、国と地方の役割分担の見直しを行った上で、地方が担うべき分野については国庫補助負担金を廃止し、所要額を全額税源移譲することなどを求めるものである。
　続いて、６ページを御覧いただきたい。２の国直轄事業負担金の廃止については、国と地方の役割分担の見直しを行った上で、国が行うこととされた国直轄事業については、地方負担を廃止し、地方に移譲する際には、所要額を全額税源移譲することを求めるものである。
　続いて、７ページを御覧いただきたい。３の地方交付税の必要額の確保と臨時財政対策債の廃止については、国の歳出削減を目的とした総額の一方的な削減は行わず、大都市特有の財政需要などを反映させた地方交付税総額を確保することや、臨時財政対策債の廃止、地方交付税額の予見可能性を確保することを求めるものである。
　続いて、要望事項詳細説明の税制関係について説明する。９ページを御覧いただきたい。１の消費・流通課税の充実については、消費・流通課税の市町村への配分割合の大幅な拡充を図ることを求めるものである。
　次に、下段、２の所得課税の充実（個人住民税）については、市町村の基幹税目であり、税収の安定した個人住民税について、より一層の充実を図ることを求めるものである。
　続いて、１０ページを御覧いただきたい。３の所得課税の充実（法人住民税）については、都市的税目である法人住民税について、大都市特有の財政需要に対応するため、配分割合の拡充を図ることを求めるものである。
　続いて、１１ページを御覧いただきたい。４の固定資産税の安定的確保については、固定資産税は税源の偏在性が小さく、基礎的行政サービスの提供を安定的に支える上で重要な基幹税目であるため、その安定的な確保を図ることなどを求めるものである。
　続いて、１２ページを御覧いただきたい。５の定額課税の見直しについては、相当期間にわたって据え置かれている定額課税について、税負担の均衡や物価水準等を考慮しつつ、適切な見直しを行うことを求めるものである。
　次に、下段、６の税負担軽減措置等の整理合理化については、地方税の税負担軽減措置及び国税の租税特別措置の一層の整理合理化を進めることを求めるものである。
　続いて、財政関係について説明する。１３ページを御覧いただきたい。１の国庫補助負担金の超過負担の解消については、国庫補助負担金の改革がなされるまでの間は、国庫補助負担金の超過負担の解消を求めるものである。
　次に、下段、２の地方債制度の充実については、地方債のうち、公的資金の借入れ条件の改善や補償金免除繰上償還の実施、公共施設等適正管理推進事業債について、公用施設も対象とするとともに、恒久的な措置とすることなどを求めるものである。
　以上が令和４年度青本に係る要望内容である。今後、税制、財政担当課長会議などにおいて、全ての指定都市による合意を経た後、文案が確定する予定となっている。したがって、本日御説明した内容と最終文案が異なる場合があることを御承知おきいただきたい。
　説明は以上である。
○布施初子委員長　　　ただいまの説明に対して、質疑、意見等があったらお願いする。
○古内　明委員　　　青本も白本も、毎年、こういった形で指定都市が一丸となって国に出している。見ていると、継続というのが非常に多いのは、国に出しても、しっかりした回答を出してこないということだと思う。今、相模原市も行財政構造改革で大変厳しい状況だが、よその指定都市も潤っているところは、ほとんどないのではないかと思う。そういった意味でも、指定都市市長会が一丸となって、これだけはというのを１つでも２つでもいいので推し進めていかないと、羅列しただけでは国に響いていかないと思う。その辺りはどう考えるか。
○秋山財政課長　　　御指摘の点は非常に重要な観点と思っているが、財政制度は自治体運営の根幹の部分で、これに対する要望事項は一朝一夕に改善されるものではないと考えている。ただ、国へは、指定都市市長会のみならず、あらゆる機会を通じて要望し続けることが必要と考えているので、その辺りについては、指定都市市長会の中でも、しっかりと意見を主張していきたいと考えている。
○古内　明委員　　　確かに、継続は力なりということで、継続することは大切だと思うが、どこかのタイミングで、これだけは本当に頼むということでいかないと、変わっていかないと思う。パフォーマンスに終わらせないで、しっかりと協議して、出すものは出していかないと、この先もずっとこんな状態が続いていくことになってしまうと思うので、一度、指定都市市長会で、こういう話があったと話してもらって、しっかりやろうということで頑張ってもらいたい。
○布施初子委員長　　　他にないか。（「進行」と呼ぶ者あり）
　ないので、以上で本件を終わる。
　暫時休憩する。
　　　午後１時５６分　休憩
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　午後１時５７分　開議
○布施初子委員長　　　再開する。
　　　　　　　　　　　　　　　◇○◇
　　　大都市制度に関する調査研究について

○布施初子委員長　　　大都市制度に関する調査研究についてを議題とする。
　本委員会における今年度の取組内容等の具体的な進め方等について協議を行う。
　意見等をお願いする。
○古内　明委員　　　特別委員会の任期は４年だが、今回、新たな委員が何人か入ってきて、去年どんなことをやったのか、どういう活動テーマを持って動いたという説明の場を一度設けてもらったほうがいいのではないかと思う。
○関議事課主任　　　本特別委員会の過年度の活動実績等について説明する。
　改選期だった令和元年度より、大都市における今後の税財政の見通しと取組についてを活動テーマとして、継続して調査研究を行っている。
　昨年度は、新型コロナウイルス感染症の影響により、行政視察等、委員会としての調査研究活動が十分に実施できず、委員各自で行ってもらっている。
　以上である。
○古内　明委員　　　昨年の活動テーマを、もう一度教えてほしい。
○関議事課主任　　　大都市における今後の税財政の見通しと取組についてということで活動してもらっている。
○古内　明委員　　　事務局の説明によると、前年度は新型コロナウイルス感染症の影響でほとんど活動できなかったということで、前年度の活動テーマをそのまま引き継ぐということでいいと思うが、いかがか。
○桜井はるな委員　　　我が会派も、引き続き、同様でお願いしたい。
○榎本揚助委員　　　私も、引き続き、同様でお願いしたい。
○西家克己委員　　　基本的にはそのとおりでいいと思うが、あえて付け加えるとするなら、本年度の特性として、コロナ禍の状況について、昨年のこの時期に捉えた形と、令和３年６月下旬になって捉える形というのは、ワクチン接種とか、社会的な仕組み、新型コロナウイルス感染症に対応する仕組みも変わってきている中で、コロナ禍での考え方といったものがどのように反映されていくかということが整理されてもいいと思うが、その辺はどう考えればいいか。テーマに反映するということとは違うとか、皆さんの考えを聞ければと思う。
○布施初子委員長　　　ただいまの意見に対して、意見等があったらお願いする。
○阿部善博委員　　　昨年のテーマを基本にしつつ、今の話はそのとおりだと思うので、加味した形で、そういうテーマをつくって、今年の活動方針ということでいいと思う。
○今宮祐貴委員　　　私も、西家委員の意見と同様、テーマが少しずつ変わっているところはあるので、そこを加えながら議論していったらいいのではないかと思う。
○布施初子委員長　　　今、テーマの設定としては昨年どおりでいいのではないかという意見と、コロナ禍で１年たった状況を踏まえたものを加味してテーマ設定していくという意見の２つに分かれていると受け止めているが、どのように設定していくか。
○阿部善博委員　　　我が会派の古内委員から、昨年は活動できない部分もあって、また、継続性もあって、昨年と同様にということだったが、今、コロナ禍で、それが色濃く出ているので、そういう部分も加えてはという示唆があったので、昨年のテーマを基本としつつ、表現にコロナ禍での情勢を見極めながらとか入れて、そういう趣旨であることに異議がなければ、そのような活動方針でやってもらえたらといいと思うので、まず、そのことを諮ってもらえればと思う。
○布施初子委員長　　　テーマの文言に、昨年と違う表現を加えて決定するかどうかということ、あとは内容だけを加味して検討していくと捉えるのか……。
○阿部善博委員　　　表現を変えていいと思う。
○布施初子委員長　　　他に意見はあるか。（「委員長から何か案があったら」と呼ぶ者あり）
　そうすると……。
○古内　明委員　　　例えば、頭に、コロナ禍におけるとか、その後に大都市制度云々というのを付け加えればいいと思うが、事務局、いかがか。
○榎本揚助委員　　　私も、昨年同様のテーマを踏襲しながら、今、コロナ禍の状況なので、それを頭につける形がいいと思う。
○関議事課主任　　　「コロナ禍における」とすると、「おける」という表現がかぶってしまうので、コロナ禍での大都市における今後の税財政の見通しと取組についてということでいかがか。（「いいと思う」と呼ぶ者あり）
○布施初子委員長　　　今、事務局から、コロナ禍での大都市における今後の税財政の見通しと取組についてという提案をもらったが、いかがか。
　　　〔「異議なし」と呼ぶ者あり〕
○布施初子委員長　　　異議ないので、再度、本件について、事務局より確認をお願いする。
○関議事課主任　　　令和３年度の本特別委員会のテーマは、コロナ禍での大都市における今後の税財政の見通しと取組についてを活動方針として設定させてもらえたらと思う。
○布施初子委員長　　　いかがか。（「はい」と呼ぶ者あり）
　確認がされたので、今年度の活動テーマ等については、ただいまの事務局の報告のとおり決定する。
　なお、行政視察等については、新型コロナウイルス感染症の状況を鑑みると、現段階では難しいと捉えている。事態が収束するまでは、調査研究は委員各々で行うこととし、視察等が可能になった場合は、改めて対応したいと思う。その際、視察場所と目的については正副委員長に一任願いたいが、異議ないか。
　　　〔「異議なし」と呼ぶ者あり〕
○布施初子委員長　　　異議ないので、そのようにさせてもらう。
　その他、意見等があったらお願いする。
　ないので、以上で本日の審査を終わる。
　以上をもって大都市制度に関する特別委員会を閉会する。
　　　午後２時０７分　閉会
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